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はじめに
ペアレントトレーニングとは､ Filial Therapy (子どもらしさ療法) や親業訓練などを含む､ 親や里
親を対象とした適切な養育技法を教授するプログラムの総称である (Schaefer, et al, 1989)｡ しかし､
わが国では主に発達障害がある子どもの保護者を対象としたプログラムとして知られ､ ここ10年ほどの
間に､ 発達障害に関わる医療機関､ 市町村の保健センター､ 公立の教育相談機関､ さらに障害がある子
どもをもつ家族を中心に構成されている家族会､ 発達障害者支援法制定後に設置された発達障害支援セ
ンターや発達障害に関わるNPO団体などの機関で広く実施されるようになっている｡
発達障害のペアレントトレーニングがわが国でこれほど短期間にさまざまな機関に広がったのは､ 注
意欠陥多動性障害 (ADHD) や高機能広汎性発達障害 (HF-PDD) などいわゆる軽度発達障害への社
会的関心が急速に高まり､ これらの障害への具体的な支援が求められたからであろう｡ また､ 1999年か
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要 旨： 現在､ ADHD等のペアレントトレーニングは､ UCLA・NPI のプログラムを
基礎とした国立精神保健研究所や奈良県心身障害者リハビリセンターのプログラ
ム､ あるいは肥前精神医療センターで開発されたプログラムを中心に､ 医療機関
や家族会や軽度発達障害関連のNPO等で盛んに実施され始めている｡ これらの
プログラムは10回前後のセッションを毎週あるいは隔週に開催し５－６名の参加
者の固定方式をとっている｡ ともに長年の臨床実践で完成された方法であり､ 期
間や回数の短縮はプログラムの効果の減退が予想されるが､ その短縮版の要望も
多く､ 短縮版プログラムの有用性について検討した｡
国立精神保健研究所で開発されたプログラムを基礎に５回の短縮版プログラム
を用い､ 平成17年６月～７月に隔週､ 参加者を固定してペアレントトレーニング
を実施した｡ その結果､ 参加者の参加意欲は持続し脱落者はなく､ 面接およびア
ンケート調査の内容からは､ 子どもへの対応の理解､ 学習内容の実践､ 参加者の
精神的な安定など有意義な効果が認められた｡
キーワード：発達障害､ ペアレントトレーニング､ ADHD､ 広汎性発達障害､
短縮版プログラム
ら始まった厚生労働省の精神・神経疾患研究 ｢注意欠陥／多動性障害の診断・治療ガイドラインの作成
とその実証的研究｣ (厚生労働省1999－2001) で ADHD を対象としたペアレントトレーニングのプロ
グラムが開発され､ その公開が時機を得たために急速に広まったと思える｡
前述の調査研究は３年間継続され､ その間に国立精神・神経センター精神保健研究所､ 奈良県心身障
害者リハビリテーションセンター､ 国立肥前療養所 (現独立行政法人国立病院機構肥前精神医療センター)
の３施設でペアレントトレーニングのプログラムが開発された｡ この３施設のプログラムは､ いずれも
行動変容理論や行動療法を背景としているが､ その内容は二つの方式に分かれる｡ ひとつは国立精神・
神経センター精神保健研究所と奈良県心身障害者リハビリテーションセンターのプログラム (以下､ 精
研方式) であり､ これは米国のカリファルニア大学ロスアンゼルス校 (UCLA) の精神神経学研究所
(NPI) で開発されたプログラムにマサチューセッツ医療センターのプログラム (Barkley, 1987) を取
り入れたペアレントトレーニングである (上林他, 2009)｡ もうひとつは国立肥前療養所 (現､ 独立行
政法人国立病院機構肥前精神医療センター) のペアレントトレーニング (以下､ 肥前方式) であり､ こ
れは1991年から実践されている自閉症や精神遅滞の親訓練 (HPST：Hizen Parenting Skills Train-
ing) を基礎として､ それを ADHD のためのペアレントトレーニングへと修正・改変したものである
(大隈他, 2005)｡
この二つの方式は理論的には行動療法を基礎としている点で共通している｡ しかし､ 肥前方式では知
的障害や自閉症のペアレントトレーニングの実践を基礎にしている関係で､ 子どもの未学習や誤学習を
改善する点を重視し､ 特に個別のターゲット行動の設定とホームワークの個別指導が徹底しており､ そ
れに対して､ 精研方式は､ UCLAの神経精神医学研究所 (NPI) の ADHDのためのプログラムを主に
基礎とし､ 子どもの問題行動を減らすことや親の誤った養育態度を修正する具体的な技術を学習させる
ことに重点を置き､ 幼児期や学童期の子どもの養育全般にも通ずる汎用性が高いプログラムである (中
田, 2007)｡
短縮版プログラム作成の必要性と意義について
この二つのプログラムは､ 参加者に適切な養育技術を習得させ､ ADHDのある子どもの問題行動を
修正することを目的としているが､ プログラムの効果に関する報告においては､ 子どもの行動変容以前
に参加者の精神健康に影響を与えることが共通して認められている｡ 精研方式のペアレントトレーニン
グを実施した岩坂ら (2002) は､ 最も明らかな訓練効果として訓練後には参加した母親の自信度が高く
なっていたことをあげ､ 肥前方式を実施した大隈ら (2002) は子どもの行動変容の方法を親が自分で工
夫し実践し､ その効果を体感することで､ 子どもの養育に自信をもち自責感が減ずると述べている｡
異なる方式のプログラムにおいて､ このような同様の結果が得られていることは興味深い｡ 共通する
ところを整理すると､ ペアレントトレーニングの効果は､ 親が自信を回復し､ その後良好な親子関係が
形成され､ 子どもの適切な行動の増加と問題行動の減少へと進むといえるであろう｡ このことは､ 子ど
もの行動変容を目的としているペアレントトレーニングが､ それ以前に保護者の精神面への影響が大き
く､ 保護者への支援の具体的な方法として効果があることを示唆していると考えられる｡
著者は厚生労働省の研究班で精研方式のプログラムの開発に参加し､ その後､ 家族支援の立場から､
ADHDの家族会で精研方式のプログラムを､ 所属する家族会に合わせて修正しつつ実施してきた (岩
立正大学心理学研究所紀要 第８号 (2010)
― 56 ―
坂他, 2004)｡ しかし､ ほとんどの入会者がペアレントトレーニングへの参加を希望するが､ 家族会で
のペアレントトレーニングは､ プログラム開発時に想定した､ ①参加者の参加動機が高く毎回出席する
こと､ ②参加者の子どもの障害や年齢が同質であることの２点を必ずしも満たしておらず､ プログラム
の修正は試行錯誤の連続であった｡ そのような試行錯誤の経過を通して､ 次のような要件から精研方式
のプログラムの修正と短縮版の作成の必要性を認識するに至った｡
ひとつは､ 家族会に入会する保護者の多くがトレーニングに参加することを希望するため待機者が累
増し､ 待機期間をできる限り短縮する必要性が生じた｡ 長期間待機しなければならないのは､ 精研方式
のプログラムでは､ ５－６名を固定したクローズドのグループで行い､ 隔週10回のセッションを基本と
しているため､ ワンクールの終了にほぼ５ヶ月かかるためである｡
また､ 当時も現在も状況は同じであるが､ 軽度発達障害の家族会においては､ ADHDやアスペルガー
障害など家族会が標榜する障害区分とは異なる障害のある子どもや､ 障害の疑いがあってもまだ診断が
確定しない子どもの保護者の参加も希ではない｡ 参加者の子どもの障害がADHDでない場合も参加を
希望する会員は多く､ ADHD以外の発達障害にも対応できるプログラムを作成することが必要となっ
た｡ とくに精研方式のプログラムでは､ 子どもの不適切な行動を強化している保護者の否定的注目を取
り去る技法を参加者に教え実践させるが､ 広汎性発達障害の常同行動や固執性を基盤とした問題行動に
対してこの技法を適用すると､ 問題行動自体の悪化と子どもの情緒の不安定さが増す例が多数認められ
た｡ そのため広汎性発達障害のこだわり行動への対応もプログラムを修正するうえで検討する必要が生
じた｡
さらに､ ペアレントトレーニングの実施を希望する教育相談機関や医療クリニックなどから､ 通常業
務に支障が生じないように､ スタッフがペアレントトレーニングに拘束される期間を少なくするための
短縮版はないかとの要請が頻繁に寄せられた｡
以上のような事情から､ 実施に要する期間を短縮し､ 高機能広汎性発達障害の特性にも対応できるプ
ログラムを検討することとなった｡ しかし､ 期間短縮による影響から精研方式のプログラムと同等の効
果を短縮版に求めることは不可能である｡ そこで､ 短縮版は､ 先述の精研方式と肥前方式の二つの研究
報告 (岩坂他 2002, 大隈他 2002) の結果に基づいて､ 家族支援のプログラムとしての性質を重視し､
子どもに障害があるために生じたストレスによる精神的負担感を解消すること､ また子どもの問題行動
による生活上の困難性を減ずること､ 母親自身の自信回復など認知および行動上の変容が生じること､
この３点を重視してプログラムを修正することに心がけた｡
短縮版作成において留意したこと
実施期間を短縮するには､ セッションの開催を隔週から毎週に変更するのがもっとも単純な方法であ
る｡ しかし､ セッションで学んだ技法を参加者がホームワークとして家庭で実践するには､ 時間的ゆと
りも参加者には必要である｡ 精研方式でセッションを隔週で行う理由は､ 子どもがトレーニング実施中
に深刻な問題を起こし､ その対応のために保護者が奔走し､ ホームワークを実施できない状況が生じる
ことが希ではないからである｡ このようなことを想定して精研方式はセッションを隔週としている｡ 著
者のペアレントトレーニングの実践でも､ 学校で暴力行為を起こし参加者が被害を受けた子どもとその
保護者への対応のためにホームワークを実施できなかった例などを経験しており､ 短縮版も同様の配慮
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のもとに隔週でのプログラムとすることとした｡
また､ 精研方式のプログラムは､ 各セッションの内容に構成上の序列があり､ その序列が守られるこ
とで効果を発揮するように構成されている｡ そこでオリジナルの精研方式のプログラムを分析し､ 各セッ
ションの内容がこの序列を構成する上でどのように位置づけられるかを検討した｡
その結果､ 表１のようにプログラム構成上重要な内容の序列として､ ①適応的行動を強化するための
肯定的注目の与え方を学ぶ､ ②問題行動を強化する否定的注目の取り去り方とその後の肯定的注目の与
え方を学ぶ､ ③冷静な指示の与え方と指示に従ったときの肯定的注目の与え方を学ぶ､ ④問題行動を制
限する方法としての罰の与え方を学ぶ､ この４つのステップに区分され､ 最終の第４のステップ以外は
一貫して肯定的注目を与えることを重視している｡ そこで従来のプログラム (上林他, 2009) の中から
除去してもプログラムの構成の序列を損なわない内容､ たとえば指示を繰り返すテクニック (ブローク
ンレコード・テクニック) や条件を出して指示に従わせる方法 (｢～したら､ ……できる｣) など､ セッ
ションが10回であってもトレーニング中に実践し習得することが時間的に困難で技法の紹介に留まる内
容､ たとえばトークンエコノミーの技法やそれを使った学校の教師との連携を教授するセッションを省
略し､ 表２の短縮版プログラムを作成した｡ なお､ 短縮版の各セッションの要点を次のように定めた｡
参加者は､ 問題行動を子どもの性格や自分の能力などに内的帰属しがちである｡ そのような傾向を是
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表１ 精研方式プログラムのテーマと内容の分析
各回セッションのテーマ 各セッションの内容 内容の序列 (ステップ)
第１回
プログラムをはじめるにあたって
自己紹介｡ プログラム全体の説明｡
第２回
肯定的な注目を与えよう
(ほめかたのコツ)
肯定的注目が適応的行動を強化子と
なること｡ 肯定的注目 (ほめる) の
与え方の学習｡
第１ステップ：適応的行動を強化す
るための肯定的注目
第３回
好ましくない行動を減らす
(上手な無視のしかた)
否定的注目が問題行動を強化するこ
と｡ 問題行動に注目せず (無視)､
適応的行動が生じたときの肯定的注
目の与え方の学習｡
第２ステップ：問題行動を強化する
否定的注目の取り去り方とその後の
肯定的注目の与え方
第４回
無視／ほめるの組み合わせ
第５回
子どもの協力を増やす方法
～効果的な指示の出し方①～
指示の冷静な与え方と､ 指示を効果
的するためのリマインダーやプロン
プトの与え方の学習｡ 指示に従った
ときの肯定的注目を与え方の学習｡
第３ステップ：冷静な指示の与え方
と指示に従ったときの肯定的注目の
与え方
第６回
子どもの協力を増やす方法
～効果的な指示の出し方②～
第７回
子どもの協力を増やす方法
～よりよい行動のためのチャート～
トークンエコノミーについての学習｡
第８回
制限を加える
～警告と罰の与え方～
問題行動を制限する方法としての正
しい罰の与え方の学習｡
第４ステップ：問題行動を制限する
方法としての罰の与え方
第９回 学校との連携 トークンエコノミーを用いて､ 学校
の教師と連携して､ 子ども適応行動
を増やす実践例の紹介｡
第10回 これまでをふりかえって 全体のまとめ｡
正するために､ 行動の問題として外在化させることが第１回のセッションのポイントとなっている｡ 第
２回は正の強化の原理を使って適応的な行動を増やすことを学ぶことがポイントであり､ オリジナルの
プログラムの第１のステップに相当する｡ 第３回はオリジナルのプログラムの第２のステップに相当す
るが､ セッションでの学習では否定的注目が問題行動を強化するという原理を教え､ ホームワークでは
正しい無視の仕方を実践することで､ 自分自身の感情のコントロールの仕方を体験することに重点を置
き､ 冷静な指示の仕方を学ぶ次のステップとの継続性をもたせた｡ 第４回は､ オリジナルのプログラム
の第３ステップと第４ステップにあたり､ 親子関係が修正された段階で正しい指示の仕方と指示に従わ
なかった場合の罰の与え方を学習することを目的としている｡ 第５回は､ 全体のまとめとこれまでの習
得度に応じて補習を行うことを目的とした｡
短縮版プログラムを用いた実践について
１. 方法
短縮版プログラムの効果について確認するため､ ５回のセッションからなる短縮版プログラムを以下
の要領で実施した｡
 参加者の募集と事前面接
都下の教育相談機関､ 医療機関､ 軽度発達障害の家族会およびNPO団体に､ ペアレントトレー
ニングの参加者募集の案内を配布した｡ 参加希望者が定員に達した段階で募集を終了した｡ 参加希
望者に個別の事前面接を実施し､ 子どもの診断や参加者の精神健康状態またプログラムに期待する
内容などについて聴取し､ 調査研究の協力を得るためのインフォームドコンセントを行った｡
 参加者の子どもの状態
参加者は７名でいずれも母親であった｡ 参加者の子どもは小学校２年生から５年生のいずれも男
児であり､ ADHD の診断のある児童が６名､ 教育相談機関で ADHD を疑われているが未診断の
児童が１名であった (表３)｡ ADHDの診断であった６名のうち過去に広汎性発達障害の診断のあ
る児童が１名､ ほかは参加当時ADHDの診断を受けていたがその後自閉症スペクトルと診断され
た児童が１名いた｡
 プログラムの実施期間
ペアレントトレーニングの実施は2005年６－７月の間に隔週５回のセッションを実施した｡ ７名
のうち１名が１度欠席した以外は全員が毎回出席であった｡
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表２ 短縮版プログラムのテーマとポイント
各セッションのテーマ ポイント
第１回 行動を見る 問題を行動として外在化する｡
第２回 ほめることを習慣にしよう 肯定的注目 (ほめる) の与え方を学習する｡
第３回 無視：ほめるために待つ 正しい無視の仕方を学び､ 参加者自身が感
情のコントロールの仕方を学習する｡
第４回 上手な指示と制限 (罰) の与え方 冷静な指示の与え方を学習する｡ 正しい罰
の意味を知る｡
第５回 まとめ 全体のまとめと習得度に応じた補習｡
 事後面接調査
プログラム終了後､ 2005年９月に個別の面接調査を実施し､ プログラムの効果について参加者の
意見を調査した｡
 トレーニング実施前と終了後の評価尺度について
家族支援のプログラムとしての性質を重視し､ 親のストレスによる精神的負担感､ 子どもの問題
行動にたいする認知的変化､ 親自身の自己評価などの変化を知るために､ 以下の３つの評価尺度を
参加者にトレーニング開始前と終了後に実施し､ 参加者の精神健康へのプログラムの影響について
調べた｡
① 育児・環境ストレス尺度：新見ら (1980) のストレス尺度 (心身障害者幼児をもつ母親の尺
度) を参考に93項目のストレス尺度を作成し ｢そう思う｣ ｢そう思わない｣ を両極とする５
段階で評価した｡
② 家庭状況調査尺度 (HSQ)：著者らの訳による Barkley ら (1987) の HSQ を用いた｡ この
尺度は､ 子どもの家庭生活での ｢言いつけを頼んだとき｣ などの17場面において､ 指示に従
わない､ 反抗するなど子どもの問題行動への対応の大変さを軽度から重度までの10段階で評
価するものである｡
③ 自己肯定感尺度：平石 (1990) の自己肯定意識尺度の対自己領域の19項目を用いて､ 自己や
自分の生活に対する肯定感を ｢あてはまる｣ ｢あてはまらない｣ を両極とする５段階で評価
した｡
２. 結果：短縮版プログラムの効果について
終了後のプログラムに関する満足度を調べた結果では､ ｢今回ペアレントトレーニングに参加して良
かったと思いますか｣ という項目において参加者全員が最高点をつけ､ 短縮版プログラムによるトレー
ニングの満足度が高く､ 実践が成功したことが裏付けられた｡ また､ 参加者の認知行動的な変化につい
ては､ 効果を調べるために用意した３つの評価尺度のトレーニング開始前と終了後の結果の差の検定を
行い､ 以下の様な結果であった (表４)｡
① 育児・環境ストレス調査尺度
１名は得点が増加しているが､ 残り６名には得点の統計的に有意な減少が認められ､ ストレス
立正大学心理学研究所紀要 第８号 (2010)
― 60 ―
表３ 参加者の特性とその子どもの状態
参加者記号 年齢 子の学年 (性別) 子の診断名 他の診断名
Ａ 40 小４ (男子) ADHD
Ｂ 39 小５ (男子) ADHD → 自閉症スペクトル
Ｃ 45 小５ (男子) ADHD
Ｄ 38 小３ (男子) 未診断
Ｅ 45 小２ (男子) ADHD
Ｆ 36 小２ (男子) ADHD 広汎性発達障害
Ｇ 43 小３ (男子) ADHD
が明らかに減少した｡
② 家庭状況尺度 (HSQ)
家庭での問題行動への対応の大変さは１名を除いて全員が減少しており､ うち２名の参加者は
統計的に有意な減少であった｡
③ 自己肯定感尺度
自己肯定感では２名の参加者に統計的に有意な増加が認められたが､ 他の７名は増加した者が
２名､ 減少した者が３名おり､ その変化の値はいずれも極少であった｡
以上の結果から､ 短縮版プログラムによるトレーニングの効果は､ 自己肯定感尺度には明確な変化は
認められなかったが､ しかし､ HSQ に反映される家庭生活での子どもの問題行動の大変さは減少し､
育児・環境ストレス尺度には明らかに良好な変化が生じた｡
まとめ
以上の評価尺度の結果から､ 短縮版プログラムによるペアレントトレーニングは､ 参加者の子どもの
障害から生じるストレスと精神的負担感や家庭での困難さが明らかに軽減でき､ 短縮版プログラムが参
加者の精神的状態を改善する点において有効であることが認められたといえよう｡
また､ トレーニング終了後の事後面接調査における参加者の口述からは､ 参加者の養育態度の変容が
認められる｡ たとえば､ ｢ほめたり､ 無視することはなんとなくしていた｡ ペアレントトレーニングを
通して無視するときは子どもが落ち着くまで待てるようになり､ 気持ち的に大変楽になりました｡｣､ ま
た､ 自分と子どもの関係を振り返り､ ｢私自身､ 話し方がおだやかになったように思います｡ 私の思う
とおりにならないと､ 声も大きくなりやすかったのですが､ 大きな声を出す前に ｢うっと｣ のみこむよ
うになります｡ 子供達も素直な返事をくれるようになりました｡ 子どもに合った対応をとれば､ 子ども
も変わることを実感致しました｡｣､ ｢冷静に自分のしていた対応を知ることが出来ました｡ 子どもの行
動で変えられる事と変えられない事に対しての理解が出来て楽になった部分､ かえって苦しくなった部
分もありました｡ 子どもは少し自分自身に自信を持てなくなっていた様子でしたが､ 最近あまりそれが
感じられなくなりました｡ すなおになった感じがしますが､ 結局母親の対応次第ということでしょうか｡｣
などである｡
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表４ トレーニング実施前と終了後の尺度得点の比較
参加者 育児・環境ストレス尺度
家庭状況調査尺度
(HSQ)
自己肯定感尺度
実施前 終了後 実施前 終了後 実施前 終了後
A 223 155 p＜.01 24 32 77 82 p＜.05
B 200 167 p＜.01 48 32 75 74
C 200 141 p＜.01 76 42 p＜.01 73 75
D 245 181 p＜.01 86 68 55 50
E 185 168 p＜.01 22 16 55 53
F 239 243 43 18 p＜.01 78 82
G 152 98 p＜.01 43 35 84 91 p＜.01
このようなプログラムの効果以外に､ 子どもに障害のある保護者が一堂に会することによって､ 共感
や連帯感が生まれることも､ 参加者の精神的健康に影響する面が大きい｡ たとえば事後面接で､ ｢親同
士の話し合いを通して､ いろいろな共通問題があることを知り大変親しみを感じ､ よい人間関係が体験
できました｡｣､ ｢他の方との環境が似ていたのですごくやりやすかったです｡｣ なである｡ このような共
感や連帯感は参加者が今度もペアレントトレーニングで学んだことを続けていく動機づけとなるだろう｡
セッションが終了した後､ 全参加者がこれからも定期的なフォローアップのセッションを続けて欲し
いとの要望があり､ 今後の課題として､ 効果の持続のためにブースターセッションの継続が必要であり､
これからの成長に伴う新たな問題行動への対応､ たとえば思春期版プログラムの開発などが必要である
と考えられる｡
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